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米軍艦船等寄港時の事件・事故等に関する

危機管理マニュアル

令和５年９月

産業経済部 企業政策室 港湾・企業振興課



 

目       次 

 
 
１ 目  的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 
２ 対象危機・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 
３ 組織体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 
４ 入港後の米軍乗員等関係者の行動監視体制・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 
５ 危機発生時の対応・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 
６ 緊急連絡窓口・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 
７ 情報の提供等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 
８ 資 料 

 
 （１）米軍艦船等の寄港に伴う緊急連絡体制 

 
 （２）米軍艦船等の寄港に伴う関係機関等連絡体制 

 
 



 1

１ 目 的 

  このマニュアルは、米軍艦船等が友好親善、物資の補給及び訓練資材の搬入等を目

的として苫小牧港に寄港した際の事件・事故等の発生に対し行動マニュアルを定める

ことにより、市民の安全で安心な生活を確保することを目的とする。 

 

２ 対象危機 

このマニュアルの対象とする危機は、次に掲げるものとする。 

（１）入出港時及び接岸時における他船舶との衝突事故、船舶火災及び油流出事故等 

（２）入出港時及び接岸時における妨害行為による大規模な混乱 

（３）米軍人乗員等による事件・事故等 

 

３ 組織体制 

（１）市の所管部は、産業経済部とする。 

（２）危機の発生に伴う緊急連絡体制は、別紙のとおりとする。 

（３）入港情報の収集及び確認体制は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

　　　　　　　

苫小牧港長
（苫小牧海上保安署）

 寄港中の日程等調整

核兵器搭載有無の照会・回答  核兵器搭載有無の照会・回答

情報提供・交換 情報提供・交換

外務省 在日外国公館

※核兵器搭載有無の確認

苫小牧警察署 その他関係機関

【日米地位協定対象外】 【日米地位協定対象】

在日外国公館 在日米軍司令部

外務省 海上保安庁

第一管区海上保安本部

苫小牧港管理組合

苫小牧市

総合政策部

産業経済部
市民生活部

通告

通知

連絡

依頼

依頼

回答

意見

回答

通知回答

※港湾施設使用の可否等判断
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４ 入港後の米軍乗員等関係者の行動監視体制 

（１）産業経済部は、入港後の米軍乗員等関係者の公式訪問行事日程、友好親善訪問行事

日程並びに私的外出時の上陸許可及び行動日程等について、事前に外務省及び在日外

国公館と協議及び調整を行う。 

（２）産業経済部は、前項の協議及び調整の内容を総合政策部、市民生活部、苫小牧港管

理組合及び苫小牧警察署等関係機関に報告する。 

 

５ 危機発生時の対応 

（１）米軍艦船等の入港が明らかになった場合、産業経済部、総合政策部、市民生活部、

苫小牧港管理組合、苫小牧海上保安署、札幌方面苫小牧警察署等関係機関との連絡体

制及び対応等の確認のため、事前に担当者による会議を開催する。なお、対象とする

危機における市の役割は、概ね次のとおりである。 

ア 入出港時及び接岸時における他船舶との衝突事故、船舶火災及び油流出事故等 

産業経済部及び市民生活部は、関係機関と連携し情報収集に努め、消防本部は、

当該関係機関からの要請に基づき緊急搬送や救難体制等の支援を行う。 

 イ 入出港時及び接岸時における妨害行為による大規模な混乱 

産業経済部及び市民生活部は、関係機関と連携し情報収集に努めるとともに、市

民の安全を確保するため、当該関係機関からの要請に基づき協力及び支援を行う。 

 ウ 米軍人乗員等による事件・事故等 

産業経済部及び市民生活部は、苫小牧警察署及び苫小牧海上保安署と連携して被

害状況を把握するとともに、必要に応じて関係機関へ連絡する。 

（２）市民生活部は、市民が被害者又は加害者となるような事件・事故等で人的な被害等

が発生し、日米間における補償問題あるいは刑事裁判等に至るような場合など、発生

する危機に対し所管する部以外の複数の部が連携して具体的な対応を協議する必要が

あると判断した場合には、「苫小牧市米軍艦船等緊急事態対策会議」を設置し、当該事

件・事故等に対する対応を協議し、事態解決に向けての対策を実施する。 

 
 【苫小牧市米軍艦船等緊急事態対策会議】 

名 称 構 成 員 協 議 検 討 事 項 

苫小牧市米

軍艦船等緊

急事態対策

会議 

【議  長】 苫小牧市長 

【副議長】 副市長 

【委  員】 

産業経済部長、総合政策部長、

総務部長、市民生活部長、危機

管理室長、消防長、苫小牧港管

理組合総務部長 

（他の部長等については、事

件・事故等の状況に応じ招集す

る） 

１ 事件・事故等についての状況報告 

（緊急連絡通報内容） 

２ 事件・事故等に対する協力要請対応 

  （各部配置体制指示） 

３ 広報活動の展開と分担 

  （市民への周知、報道関係者への情報提

供、市議会への概要及び記者会見） 

４ 関係機関との連絡調整担当 
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６ 緊急連絡窓口 

  市民及び関係機関からの事件・事故等に関する通報及び情報提供等については、「緊急

連絡窓口」を開設し対応する。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 情報の提供等 

  産業経済部及び市民生活部は、市民及び事業者等に対し、危機の発生状況、今後の見

通し、応急対策、市民等に求める行動及び関係機関からの情報を市ホームページ及び広

報等により迅速・的確に周知する。 

 

 

【緊急連絡窓口】 

・場  所 産業経済部 

・設置期間 米軍艦船等の入港日から出港日まで 

・設置時間 24 時間体制（ただし、平日の午後８

時から翌日午前８時まで及び休日※

は庁舎管理人対応とし、担当職員と

の連絡体制をとる） 

※休日とは、日曜日、土曜日、祝日法に規定する

休日、及び年末年始（12/29~1/3）をいう。 

【通報及び情報提供】 

・市民 

・苫小牧警察署 

・苫小牧海上保安署 

・苫小牧港管理組合 

・市消防本部 ほか 

市民生活部 
（危機管理室） 

市長・副市長 

総合政策部 
（秘書広報課） 



　 (１) 米軍艦船等の寄港に伴う緊急連絡体制

　 (２) 米軍艦船等の寄港に伴う関係機関等連絡体制

資　　　   料



別　　紙

※ 緊急連絡窓口からの夜間・休日の連絡体制は、個人携帯電話連絡体制とする。
※ 各部の夜間・休日の連絡体制は、各部連絡網による体制とする。

米軍艦船等の寄港に伴う緊急連絡体制

市   長

副市長

産業経済部 企業政策室長

港管理組合
総務部長 消防長 市民生活部長 総合政策部長 総務部長 産業経済部長

緊急連絡窓口

秘書広報課長

港湾政策室長 消防本部次長 危機管理室長 政策推進室長 総務部次長

業務経営課長 警防課長 危機管理室主幹 政策推進課長 総務課長 港湾・企業振興課長



米軍艦船等の寄港に伴う関係機関等連絡体制 資　　料

苫小牧市 産業経済部
企業政策室 港湾・企業振興課
TEL 0144-32-6438
FAX 0144-34-7110

苫小牧市 市民生活部
危機管理室

北海道防衛局
管理部 業務課

苫小牧警察署
警備課

北海道警察本部
警備部 警備課

北海道 総務部
危機対策局 危機対策課

苫小牧海上保安署

在札幌米国総領事館

苫小牧市 総合政策部
政策推進室 秘書広報課

苫小牧港管理組合
総務部 業務経営課

苫小牧市 総合政策部
政策推進室 政策推進課 【苫小牧市協力要請団体】

苫小牧商工会議所
苫小牧市町内会連合会
苫小牧保健所
苫小牧市医師会
苫小牧観光協会
北海道ホテル旅館生活衛生同業組合
苫小牧支部

北海道料理飲食業生活衛生同業組合
苫小牧中央支部

北海道社交飲食生活衛生同業組合
苫小牧地区本部

苫小牧飲食店組合
苫小牧市商店街振興組合連合会
苫小牧地区ハイヤー協会

苫小牧タクシーチケットサービス
白老町

厚真町
安平町
むかわ町


